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総論： 2017 年の中東地域 







と述べている。トランプ政権の発足から 1年が経とうとする 2017 年 12月に公開された「米国
















2018 年 3 月までの時期を含めて扱う）。 
 まずイランでは 5 月の第 12 回大統領選挙でロウハーニー大統領が再選されたが、ロウハー










不満と将来に対する不安の鬱積が、12 月 28 日以降の全国的な抗議デモに繋がった一因として
考えられ、恐らく今後においてもイラン国内はある程度不安定な社会状況が続くことが懸念さ
れる。 
 次に注目すべきは、昨年 12 月の大統領宣言以来の米国のエルサレム首都承認問題である。
その後パレスチナ側の猛反発が伝えられたにも拘らず、１月のペンス副大統領の中東歴訪時に




 次に現在混迷を極めるシリア情勢をみると、2017 年に入ってからロシアの主導で 8 回にわ
たるアスタナ和平会合が開かれたが、本年 1月のソチでの国民対話会議には反政府側は不参加、
その後ロシアと共同歩調を取っていたトルコはシリア領内のクルド地域への軍事的関与を強め、
1 月 20 日以降は YPG 排除を目的にシリア北西部のアフリーンで軍事行動に出た。一方イラン
の支援を受けたアサド政権側は 2 月 18 日以降ダマスカス近郊の東グータを攻略、市民多数の
死傷者を出しながら同地を制圧しつつある。さらにシリアではイランとイスラエルの軍事的な
衝突の危険が高まっており、2 月にはイランのドローン機がシリアからイスラエル領内に侵入、
イスラエル側はこれを撃墜したものの F-16 戦闘機が撃墜され、パイロット 2 名が重傷を負っ
た。イスラエルはこれへの報復としてシリア領内のイラン軍事施設 12カ所を空爆している。 









敵対するフーシー派へのイランの支援を理由に 2015 年 3 月にサウジ主導により軍事介入、現














 2017 年 9 月 25 日にイラク領内の北部クルド居住地域および周辺のキルクークを含む 15 地
区でマスード・バルザーニーを首班とするクルド自治政府によって史上初となる住民投票が実
施され、投票率 72 パーセント、賛成票 92.7 パーセントの圧倒的多数で独立が支持された。住
民投票の実施に対しては周辺関係国の警戒感が強く、国際的な支持を得られなかったこともあ
ってクルド地域の独立に向けた動きは一旦頓挫した感があるが、今後ともクルド問題がこの地











さて JCPOA による制裁の解除を米国トランプ政権が拒絶している中、イランとして今後 4
年間に米国との関係が劇的に転換する可能性は限りなくゼロに近い。こうした現状認識のもと
イランは国内開発のパートナーを広くアジアに求めたものと思われ、インドの投資を呼び込ん
















































 3月 13 日にトランプ大統領はツイッターでティラーソン国務長官を解任、対イラン強硬派で
軍出身のポンペオ CIA 長官を後任に据えた。今後の中東情勢の一層の混乱が懸念される。 
（2018 年 3月 15日脱稿） 
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